





















































自律イヒ過程と iネ見学」との関係、である。以下では、この 2点に着目しながら、 「視学jの職務
の変容過程を追求するO 税務は役割の具体的表現だからであるO
2. 郡視学の組織化とその展開
わが留の地万視学制度の変遷は、郡:視学、地方税学、視学官が地方官官笥fj (1 899年、 勅令
253号)vr:規定されて宮治行政機株J疋正当な地位を占めた「成立期人この組織形態が郡精IJ廃止
i 大正 1?年、 1923年)まで維持された f展同期J、郡制廃止Uてともない、郡視学が廃止され























は、教育行政が郡区町村編成法 f明治 11年、 1878年)によって、より郡を中心とした一般行
政区花吸収されるようになったじと、巡回訓導の給料、旅費等の財源となっていた府県への小学
扶助金が廃止された(明治 13年)ことなどから、明治 15年(1 882年)までに、多くの府県で
廃止される。しかし、各地方陀おいては、巡回訓導の再設置を必要としていたし、また、文部省
内でも再設置の必要性カ毛忍識されていた。 i講習所又ハ管業部!導ノ設置ア計画スノレノ件J (明治

















に視学制度の組織化がはかられたものであり、明治 23年(1 89 Q年)の小学校令をもって始ま
るO(タ)そこで規定された郡視学の職務は、 同日長ノ指揮命令ヲ受ケテ郡内ノ教育事務ヲ監督ス






























ノレ庶務ニ従事スJ (問、 4 8条)とされた郡視学の戦務領域には、 「教脊K関する監督者として



























































































(1 ) 高木英明 「指導行政J (天城勲他編『現代教育用語辞典J第一世ミ規 1 973年 235 -
6頁)
(2) 武田一郎 『指導主事の職能j学芸図書 1952年 3 1頁
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(4) 武田一郎前掲書 16頁
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頁)
(6) 神田 修 『明治憲法下の教育行政の研究』 福村出版 1 970年 231頁
(7) 巡回訓導の配置万法は、 (平田宗史 「巡回訪1導 V，しついてJ教育学研究 35;存2号、 1968
年 34 -35頁)によれば「教育行政区配置型j、 「一般行政区配色、 「連校自己最型j、
「師範学校配置型J、 「複合配置型JVL介類きれているO
(8) このほかに、試験管理・進級決定、補助教員採用試験、巡回記録を県ま?は郡長へ提出する
こと、などを戦務としていた。(向上論文 36 -3 i頁)












f臨時教育会議の研究j 東京大学出版会 1960年)v'cよっている。 同署 665 -
731頁
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